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要旨： 
 近年、インターネットを利用するさまざまなサービスにおいて、パーソナルデータが活

用されている。パーソナルデータの活用は、サービスの多様化、品質向上等につながるこ

とが期待できるが、一方で、パーソナルデータの登録主体であるサービス利用者には一定

のプライバシー懸念が存在する。 
 プライバシー懸念の程度は、必ずしも技術的なセキュリティ水準と一致するわけではな

く、利用者の属性や利用状況にも影響を受けると考えられる。さらに、サービス利用者が

安全、安心にパーソナルデータを活用するサービスを利用するための一つの仕組みとして

プライバシーポリシーの提示があるが、プライバシーポリシーに対する認知等についても、

利用者によって大きく異なると考えられる。 
 本分析では、このような利用者側の要因について、アンケート調査をもとに実証的に分

析を行い、個人属性や利用状況がプライバシーに関する懸念やプライバシーポリシーへの

認知等に影響を与えていることを明らかにする。 
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１．背景 
 近年、インターネットを利用するさまざまなサービスにおいて、パーソナルデータが活

用されている。サービスの提供主体である事業者の視点から見ると、パーソナルデータを

活用することで、各サービス利用者に対しきめ細やかなサービスを提供できるようになる。 
 さらに、最近ではビッグデータがバスワードとなっており、その定義は定まってはいな

いと思われるが、ビッグデータの中身についても、パーソナルデータは重要なものとなっ

ている。この意味においては、パーソナルデータは特定サービスのみならず、事業者全体

の生産活動に影響をもたらす。パーソナルデータの事業者の生産性への影響については、

日本情報経済社会推進協会（2013）において一定程度プラスの影響を与えることが示唆さ

れており、この結果については筆者（高口）も同行した OECD 会合（第 33 回 OECD/WPIE）

にて経済産業省が発表を行っている。 
 パーソナルデータの活用は、サービスの多様化、品質向上等につながることが期待でき

るが、一方で、パーソナルデータの登録主体であるサービス利用者には一定のプライバシ

ー懸念が存在する。プライバシー懸念の存在は、利用者の安心、安全なサービス利用が実

現しない要因となる他、プライバシー懸念の存在によって、利用者がパーソナルデータを

利用する新たなサービスの利用に抵抗を示し、結果として競争を阻害する要因となる可能

性も考えられる。パーソナルデータがスイッチングコストとなる可能性については

Jitsuzumi and Koguchi（2013）でその程度が明らかにされている。 
 しかしながら、現実には、各利用者のプライバシー懸念の程度は、必ずしも技術的なセ

キュリティ水準と一致するわけではなく、利用者の属性や利用状況にも影響を受け、利用

者間で一定の相違があると考えられる。また、サービス利用者が安全、安心にパーソナル

データを活用するサービスを利用するための一つの仕組みとしてプライバシーポリシーの

提示があるが、プライバシーポリシーに対する認知等についても、利用者によって大きく

異なると考えられる。 
 プライバシー懸念に関しては、通信行政を所管する総務省においても議論がされている。

総務省では、情報通信市場の競争状況を分析するため 2003 年度より毎年「電気通信事業分

野における競争状況の評価（競争評価）」を実施しており、2012 年度の競争評価（総務省

（2013b））より、プライバシーに関する調査分析が行われている。また、パーソナルデー

タに関する分析の必要性については高口（2014）において検討している。 
 そこで、本分析では、このような利用者側の要因について、アンケート調査をもとに実

証的に分析を行い、個人属性や利用状況がプライバシーに関する懸念やプライバシーポリ

シーへの認知等に影響を与えていることを明らかにする。 
 
２．調査について 
 本分析で用いた調査は、総務省によって 2013 年 2 月に実施された Web アンケート調査

である。総務省（2013b）では、筆者（依田）の協力の下、Web アンケート調査に基づき



「電気通信サービスの上流サービス利用の分析及び電気通信サービスのプライバシー意識

の分析」が行われており、本分析は、この Web アンケート調査を用いた。 
 Web アンケート調査の概要はつぎのとおりである。 
 

表１ アンケート調査の概要 

 
（出所）総務省（2013a）、p.190 を一部改変。 

 
 本分析では、上記の調査のうち本分析の目的と関連するプライバシー情報についての設

問等を利用した。 
 
３．分析 
 本分析は、「個人のプライバシー懸念やプライバシーポリシーに関する理解」に、「個人

属性、サービスの利用特性」がいかなる影響を与えているかを明らかにするものである。

したがって、前者を被説明変数、後者を説明変数とするモデルを設定し、推計を行う。 
 被説明変数及び説明変数の具体的内容はつぎのとおりである。 
  

対象 • アンケート調査会社登録モニター

• 自宅でＡＤＳＬ回線・ＣＡＴＶ回線・ＦＴＴＨ回線のいずれかを利用し
ている全国の２０代～７０代の男女

割付 • ９エリア（北海道/東北/関東/北陸/中部/近畿/中国/四国/九州）毎

のＡＤＳＬ・ＣＡＴＶ・ＦＴＴＨ回線契約数（総務省「電気通信サービス
の加入契約数等の状況（平成24年9月末発表）」）に基づきスク

リーニング調査を実施した上で、移動系・固定系の調査項目に分
けて本調査を２回実施。

主な設問項目 • 移動系：利用しているサービス・端末、ＭＶＮＯ、ＳＩＭロック等の認
知度、満足度（総合的な満足度、音声通話、通信速度）、上下レイ
ヤーサービスの利用状況、プライバシー情報に対する意向等全１
１６問

• 固定系：固定電話・インターネット回線・ソフトフォンの利用状況、
満足度全７２問

有効回収数 • 1,991サンプル



 
表２ 被説明変数の概要 

 
（出所）筆者作成。 

 
表３ 説明変数の概要 

 

（出所）筆者作成。 
 
 表２のとおり、本分析における被説明変数は 2 値変数及び順序変数であることから、本

分析のモデルは離散選択モデルとなっている。 
 
４．ここまでのまとめ 
 現在、表３の各説明変数について、2 項ロジットモデル、順序ロジットモデルにより探索

的に分析を進めているところであり、個人のプライバシー懸念やプライバシーポリシーに

関する理解に影響を与えている要因を特定しつつある。引き続き分析を進め、個別変数の

特性、変数間の関係を精査しながら、交差項を導入したモデル等も検討し、詳細な影響を

明らかにする。 
 
  

項目 概要 設問の回答形式

プライバシー情報の
利用に対する抵抗感

自身のプライバシー情報（10種類

について調査）を事業者が利用
することに対する抵抗感

3段階の順序変数

プライバシーポリシー
認知度

事業者がプライバシーポリシーを
定めていることを知っているか

知っている／知らないの
2値変数

プライバシーポリシー
理解度

自身がプライバシーポリシーを
どの程度理解しているか

5段階の順序変数

プライバシーポリシー
信頼度

自身がプライバシーポリシーを
どの程度信頼しているか

5段階の順序変数

項目 概要 設問の回答形式

個人属性 性別、年齢、学歴、収入 収入については9段階の
世帯年収

ネットワーク回線 FTTH、ADSL、CATVインターネット 回線種別を選択

インターネットで利用
するサービス

サービス（SNS、ネットバンキング
等）の利用状況

利用の有無の2値変数
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